
 

 

  ４ 
 

 

 

平成２８年度 

                                   

                                   

多 賀 城 市 各 会 計 予 算 

 

 
                                   

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多 賀 城 市 
                                  



 

目      次 

                                   

                                   

議案第２８号 平成２８年度多賀城市一般会計予算           ・・・  １ 

 

 

議案第２９号 平成２８年度多賀城市災害公営住宅整備事業特別会計予算 ・・・ １１ 

 

 

議案第３０号 平成２８年度多賀城市国民健康保険特別会計予算     ・・・ １７ 

 

 

議案第３１号 平成２８年度多賀城市後期高齢者医療特別会計予算    ・・・ ２５ 

 

 

議案第３２号 平成２８年度多賀城市介護保険特別会計予算       ・・・ ３１ 

 

 

議案第３３号 平成２８年度多賀城市下水道事業特別会計予算      ・・・ ３７ 

 

 

議案第３４号 平成２８年度多賀城市水道事業会計資本剰余金の処分について 

・・・ ４７ 

 

 

議案第３５号 平成２８年度多賀城市水道事業会計予算         ・・・ ４９ 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 般 会 計 

1



2



議案第２８号 

 

平成２８年度多賀城市一般会計予算 

 

 平成２８年度多賀城市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２７，０６０，０００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担

する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」

による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費

（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じたときにおける同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用とする。 

 

  平成２８年２月９日提出 

 

多賀城市長 菊地 健次郎 
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1 7,433,807

1 市民税 3,378,186

2 固定資産税 2,829,917

3 軽自動車税 99,508

4 市たばこ税 546,368

5 都市計画税 579,828

2 116,016

1 地方揮発油譲与税 32,404

2 自動車重量譲与税 79,905

3 地方道路譲与税 1

4 特別とん譲与税 3,706

3 3,896

1 利子割交付金 3,896

4 36,703

1 配当割交付金 36,703

5 19,027

1 株式等譲渡所得割交付金 19,027

6 1,139,874

1 地方消費税交付金 1,139,874

7 30,752

1 自動車取得税交付金 30,752

8 20,000

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 20,000

9 35,976

1 地方特例交付金 35,976

10 6,007,463

1 地方交付税 6,007,463

11 12,300

1 交通安全対策特別交付金 12,300

12 195,831

1 負担金 195,831

交通安全対策特別交付金

国有提供施設等所在市町村助成交付金

地方特例交付金

地方交付税

分担金及び負担金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

市税

金　　　　　額
 千円

款

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金
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13 480,671

1 使用料 392,614

2 手数料 88,057

14 3,698,191

1 国庫負担金 2,429,646

2 国庫補助金 1,254,969

3 国庫委託金 13,576

15 1,576,100

1 県負担金 819,939

2 県補助金 605,333

3 県委託金 150,828

16 64,060

1 財産運用収入 48,908

2 財産売払収入 15,152

17 79,625

1 寄附金 79,625

18 3,408,387

1 基金繰入金 3,408,382

2 特別会計繰入金 5

19 20,000

1 繰越金 20,000

20 905,621

1 延滞金、加算金及び過料 5,001

2 市預金利子 716

3 貸付金元利収入 277,500

4 受託事業収入 128,057

5 雑入 494,347

21 1,775,700

1 市債 1,775,700

27,060,000

繰入金

使用料及び手数料

金　　　　　額
 千円

款 項

歳　　入　　合　　計

繰越金

諸収入

市債

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金
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1 207,877

1 議会費 207,877

2 3,137,538

1 総務管理費 2,628,390

2 徴税費 296,265

3 戸籍住民基本台帳費 109,571

4 選挙費 57,482

5 統計調査費 16,099

6 監査委員費 29,731

3 8,506,735

1 社会福祉費 3,059,506

2 児童福祉費 3,837,158

3 生活保護費 1,128,192

4 災害救助費 481,879

4 1,266,388

1 保健衛生費 667,921

2 清掃費 598,467

5 151,016

1 労働諸費 151,016

6 449,687

1 農業費 449,374

2 林業費 176

3 水産業費 137

7 336,379

1 商工費 336,379

8 土木費 6,800,134

1 土木管理費 134,966

2 道路橋りょう費 1,484,950

3 河川費 5,731

4 都市計画費 5,035,920

5 住宅費 138,567

衛生費

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円

款

議会費

総務費

民生費

労働費

農林水産業費

商工費
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9 710,091

1 消防費 710,091

10 3,270,978

1 教育総務費 319,585

2 小学校費 913,305

3 中学校費 171,235

4 社会教育費 1,259,258

5 保健体育費 607,595

11 1

1 災害復旧費 1

12 2,177,396

1 公債費 2,177,396

13 6,250

1 普通財産取得費 1

2 災害援護資金貸付金 6,249

14 39,530

1 予備費 39,530

27,060,000

 千円

款 項 金　　　　　額

予備費

歳　　出　　合　　計

消防費

教育費

公債費

災害復旧費

諸支出金
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第２表　　債務負担行為

40
100

事 項 期 間 限 度 額

七ヶ浜町公園墓地蓮沼苑使用許可譲渡
資金の融資に伴う損失補償

平 成 ２ ８ 年 度 か ら
当該融資額の１割に相当する額

平 成 ３ ５ 年 度 ま で

中小企業者に対する事業資金の融資に
伴う損失補償

平 成 ２ ８ 年 度 か ら
融資預託額の

10
に相当する額

平 成 ４ １ 年 度 ま で 100

パソコン借上料
平 成 ２ ９ 年 度 か ら

64,357 千円
平 成 ３ ３ 年 度 ま で

公共工事に係る中小企業振興資金等の
融資に対する利子補給

平 成 ２ ９ 年 度 か ら 当該融資額に対する償還利子の

平 成 ３ １ 年 度 ま で  に相当する額

各種管理業務等委託
平 成 ２ ９ 年 度 か ら

64,599 千円
平 成 ３ １ 年 度 ま で

業務支援システム借上料
平 成 ２ ９ 年 度 か ら

54,745 千円
平 成 ３ ３ 年 度 ま で

各種清掃業務委託
平 成 ２ ９ 年 度 か ら

28,191 千円
平 成 ３ １ 年 度 ま で

30,828 千円
平 成 ３ １ 年 度 ま で

各種保守点検業務委託
平 成 ２ ９ 年 度 か ら

自動車借上料
平 成 ２ ９ 年 度 か ら

22,967 千円
平 成 ３ ３ 年 度 ま で
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第３表　　地方債

千円

証書借入れ又は
証 券 発 行

年 5.0% 以 内 （ ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

地 域 総 合 整 備
266,000

資 金 貸 付 事 業

4,800

118,500

児 童 福 祉 施 設

整 備 事 業
14,800

災害援 護資 金貸 付金

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

公 園 整 備 事 業 22,500

臨 時 財 政 対 策 債 813,100

土 地 区 画 整 理 事 業 97,600

学 校 施 設 整 備 事 業 438,400

道 路 橋 り ょ う 事 業

計 1,775,700

借入期日の翌日から30
年以内に半年賦元利均
等償還又は元金均等償
還する。ただし、融資
条件又は財政の都合に
より償還年限を短縮
し、若しくは繰上償還
又は低利に借換えする
ことができる。
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災害公営住宅整備事業特別会計 
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議案第２９号 

 

平成２８年度多賀城市災害公営住宅整備事業特別会計予算 

 

 平成２８年度多賀城市の災害公営住宅整備事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２,０１３，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こ

すことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第２表 地方債」による。 

  

  平成２８年２月９日提出 

 

多賀城市長 菊地 健次郎 
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1 1,770,898

1 他会計繰入金 844

2 基金繰入金 1,770,054

2 1

1 繰越金 1

3 1

1 雑入 1

4 242,100

1 市債 242,100

2,013,000

金　　　　　額
 千円

繰入金

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

繰越金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

款 項
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1 1,928,717

1 災害公営住宅事業費 1,928,717

2 83,531

1 公債費 83,531

3 2

1 繰出金 1

2 基金費 1

4 750

1 予備費 750

2,013,000

歳　　出

款 項 金　　　　　額
 千円

事業費

公債費

諸支出金

予備費

歳　　出　　合　　計
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第２表　　地方債

計 242,100

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

証書借入れ又は
証 券 発 行

年 5.0% 以 内 （ た だ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

借入期日の翌日から30
年以内に半年賦元利均
等償還又は元金均等償
還する。ただし、融資
条件又は財政の都合に
より償還年限を短縮
し、若しくは繰上償還
又は低利に借換えする
ことができる。

災 害 公 営 住 宅 事 業 242,100
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 
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議案第３０号 

 

平成２８年度多賀城市国民健康保険特別会計予算 

 

 平成２８年度多賀城市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，２３６，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担

する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」

による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、３０，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足

を生じたときにおけるこれらの経費の各項の間の流用とする。 

 

  平成２８年２月９日提出 

 

多賀城市長 菊地 健次郎 
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1 1,332,924

1 国民健康保険税 1,332,924

2 1,000

1 手数料 1,000

3 1,564,087

1 国庫負担金 1,185,046

2 国庫補助金 379,041

4 212,839

1 療養給付費交付金 212,839

5 1,481,460

1 前期高齢者交付金 1,481,460

6 363,186

1 県負担金 46,568

2 県補助金 316,618

7 1,426,251

1 共同事業交付金 1,426,251

8 577

1 財産運用収入 577

9 848,070

1 他会計繰入金 484,485

2 基金繰入金 363,585

10 2

1 繰越金 2

11 5,604

1 延滞金、加算金及び過料 3,001

2 市預金利子 1

3 雑入 2,602

7,236,000歳　　入　　合　　計

金　　　　　額
 千円

款

使用料及び手数料

国庫支出金

療養給付費交付金

前期高齢者交付金

繰入金

県支出金

諸収入

繰越金

共同事業交付金

財産収入

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

国民健康保険税
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1 78,483

1 総務管理費 32,272

2 徴税費 43,991

3 運営協議会費 416

4 趣旨普及費 1,804

2 4,486,509

1 療養諸費 4,009,058

2 高額療養費 431,708

3 移送費 2

4 出産育児諸費 40,341

5 葬祭費 5,400

3 776,768

1 後期高齢者支援金等 776,768

4 518

1 前期高齢者納付金等 518

5 41

1 老人保健拠出金 41

6 295,861

1 介護納付金 295,861

7 1,487,803

1 共同事業拠出金 1,487,803

8 83,914

1 保健事業費 83,914

9 577

1 基金積立金 577

10 86

1 公債費 86

11 9,852

1 償還金及び還付加算金 9,851

2 繰出金 1

諸支出金

保険給付費

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金等

老人保健拠出金

介護納付金

共同事業拠出金

保健事業費

基金積立金

公債費

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円

款

総務費
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12 15,588

1 予備費 15,588

7,236,000歳　　出　　合　　計

予備費

項 金　　　　　額
 千円

款

22



第２表　　債務負担行為

限 度 額

28,069 千円

事 項 期 間

平成２９年度から
平成３３年度まで

滞納管理システム借上料
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 
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議案第３１号 

 

平成２８年度多賀城市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 平成２８年度多賀城市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５８０，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

  

  平成２８年２月９日提出 

 

多賀城市長 菊地 健次郎 
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1 473,253

1 後期高齢者医療保険料 473,253

2 50

1 手数料 50

3 105,443

1 他会計繰入金 105,443

4 1

1 繰越金 1

5 1,253

1 延滞金、加算金及び過料 1

2 償還金及び還付加算金 1,250

3 預金利子 1

4 雑入 1

580,000歳　　入　　合　　計

金　　　　　額
 千円

款

使用料及び手数料

繰入金

繰越金

諸収入

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

保険料
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1 7,945

1 総務管理費 6,337

2 徴収費 1,608

2 569,287

1 後期高齢者医療 569,287

3 1,251

1 償還金及び還付加算金 1,250

2 繰出金 1

4 1,517

1 予備費 1,517

580,000

歳　　出

項

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額
 千円

款

総務費

予備費

諸支出金

後期高齢者医療広域連合納付金
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介 護 保 険 特 別 会 計 
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議案第３２号 

 

平成２８年度多賀城市介護保険特別会計予算  

 

 平成２８年度多賀城市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，０００，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による

一時借入金の借入れの最高額は、１０,０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上した予算額に過不足

を生じたときにおけるこれらの経費の各項の間の流用とする。 

 

    平成２８年２月９日提出 

 

                      多賀城市長  菊地 健次郎  
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1 896,311

1 介護保険料 896,311

2 135

1 手数料 135

3 823,722

1 国庫負担金 649,012

2 国庫補助金 174,710

4 1,019,115

1 支払基金交付金 1,019,115

5 719,831

1 県負担金 504,672

2 県補助金 215,159

6 175

1 財産運用収入 175

7 540,686

1 他会計繰入金 540,685

2 基金繰入金 1

8 1

1 繰越金 1

9 24

1 延滞金、加算金及び過料 1

2 市預金利子 1

3 雑入 22

4,000,000

繰越金

繰入金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

保険料

歳　　入　　合　　計

金　　　　　額
 千円

款

使用料及び手数料

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

諸収入
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1 252,991

1 総務管理費 200,340

2 徴収費 3,095

3 介護認定審査会費 49,244

4 運営協議会費 312

2 3,550,119

1 介護サービス等諸費 3,383,999

2 高額介護サービス等費 52,017

3 高額医療合算介護サービス等費 7,685

4 特定入所者介護サービス等費 106,418

3 158,194

1 介護予防事業費 9,688

2 包括的支援事業・任意事業費 68,291

3 介護予防・生活支援サービス事業費 80,215

4 32,459

1 基金積立金 32,459

5 5

1 公債費 5

6 1,503

1 償還金及び還付加算金 1,502

2 繰出金 1

7 4,729

1 予備費 4,729

4,000,000

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円

款

歳　　出　　合　　計

予備費

公債費

諸支出金

総務費

保険給付費

地域支援事業費

基金積立金
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下 水 道 事 業 特 別 会 計 
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議案第３３号 

 

平成２８年度多賀城市下水道事業特別会計予算 

 

 平成２８年度多賀城市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７，６９９，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担

する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」

による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費

（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じたときにおける同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用とする。 

 

  平成２８年２月９日提出 

 

多賀城市長 菊地 健次郎 
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1 2,014

1 分担金 2

2 負担金 2,012

2 848,462

1 使用料 848,061

2 手数料 401

3 424,600

1 国庫補助金 424,600

4 1,125

1 財産運用収入 1,125

5 5,208,962

1 他会計繰入金 2,341,539

2 基金繰入金 2,867,423

6 1

1 繰越金 1

7 1,536

1 延滞金、加算金及び過料 2

2 雑入 1,534

8 1,212,300

1 市債 1,212,300

7,699,000

金　　　　　額
 千円

款

使用料及び手数料

国庫支出金

財産収入

繰越金

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

分担金及び負担金

歳　　入　　合　　計

繰入金

市債

諸収入
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1 809,601

1 総務管理費 126,668

2 雨水管理費 235,787

3 汚水管理費 447,146

2 4,889,130

1 建設事業費 4,889,130

3 1,994,967

1 公債費 1,994,967

4 1

1 公共下水道施設災害復旧費 1

5 2

1 繰出金 1

2 基金費 1

6 5,299

1 予備費 5,299

7,699,000

歳　　出

項

歳　　出　　合　　計

金　　　　　額
 千円

款

諸支出金

総務費

災害復旧費

予備費

公債費

事業費
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第２表　　債務負担行為

水洗便所改造資金損失補償
平 成 ２ ８ 年 度 か ら

当該未償還額の１割に相当する額
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

下水道事業地方公営企業会計移行業務
委託

平 成 ２ ９ 年 度 か ら

平 成 ３ ０ 年 度 ま で
35,665 千円

事 項 期 間 限 度 額

水洗便所改造資金利子補給
平 成 ２ ９ 年 度 か ら  当該融資額に対する契約利率に相

 当する額平 成 ３ ２ 年 度 ま で
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第３表　　地方債

公営企業会計適用債 20,600

証書借入れ又は
証券発行

年5.0%以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率）

借入期日の翌日から40
年以内に半年賦元利均
等償還又は元金均等償
還とする。ただし、融
資条件又は財政の都合
により償還年限を短縮
し、若しくは繰上償還
又は低利に借換えする
ことができる。

11,200

499,100

80,000

下 水 道 事 業 債
（ 特 別 措 置 分 ）

92,200

計 1,212,300

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

公 共 下 水 道 事 業

流 域 下 水 道 事 業

資 本 費 平 準 化 債

公営企業施設等整理債

509,200
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水 道 事 業 会 計 
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議 案 第 ３ ４ 号  

 

平 成 ２ ８ 年 度 多 賀 城 市 水 道 事 業 会 計 資 本 剰 余 金 の 処 分

に つ い て  

平 成 ２ ８ 年 度 多 賀 城 市 水 道 事 業 会 計 に つ い て 、 資 本 的 収 入 額 が 資 本

的 支 出 額 に 対 し て 不 足 す る 額 ４ ７ ２ ， ８ ７ ９ 千 円 の う ち 、  

４ ６ ， ５ ０ ０ 千 円 を 、 水 資 源 開 発 負 担 金 を 源 泉 と す る 資 本 剰 余 金 を も

っ て 補 填 す る も の と す る 。  

 

平 成 ２ ８ 年 ２ 月 ９ 日 提 出   

 

     多 賀 城 市 長  菊 地  健 次 郎   
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議案第３５号 

 

平成２８年度多賀城市水道事業会計予算 

  （総則） 

第１条  平成２８年度多賀城市水道事業会計の予算は、次に定めるとこ  

ろによる。 

  （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 給 水 戸 数            ２３，７０１戸 

 (2) 年 間 総 配 水 量         ５，７９３，２８０  

 (3) １ 日 平 均 配 水 量                  １５，８７２  

 (4) 主要な建設改良事 業 

  ア   配水管整備事業            ２３５，０００千円 

    イ   配水管改良事業             １３１，４２１千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入  

 第１款  水道事業 収益         １，７７２，９０８千円 

  第１項  営 業 収 益         １，６８８，２３８千円 

  第２項  営 業 外 収 益                      ８４，６６７千円 

  第３項  特 別 利 益              ，   ３千円  

支    出  

 第１款  水道事業 費用                  １，７３０，０００千円 

  第１項  営 業 費 用                  １，６３０，２７２千円 

  第２項  営 業 外 費 用                       ９９，３２５千円 

  第３項  特 別 損 失                           ２０３千円 

  第４項  予 備 費                            ２００千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的   

収入額が資本的支出額に対し不足する額４７２，８７９千円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２２，１０８千円、過年

度分損益勘定留保資金４６，２０１千円、当年度分損益勘定留保資金

２１８，０７０千円、水資源開発負担金４６，５００千円、減債積立

金１００，０００千円及び建設改良積立金４０，０００千円で補填す

る。）。 

収    入  

 第１款 資 本 的 収 入                ２５６，１２１千円 

  第１項  企 業 債               １６６，７００千円 

  第２項  他 会 計 負 担 金                   ４，６６６千円 

  第３項  工 事 負 担 金                  ６０，７５５千円 

  第４項  水 資 源 開 発 負 担 金 ２，０００千円 

  第５項  補 助 金         ２２，０００千円 

支    出  

 第１款 資 本 的 支 出                ７２９，０００千円 

  第１項  建 設 改 良 費                ３７０，７１２千円 

  第２項  企 業 債 償 還 金             ３５８，０８８千円 

  第３項  予 備 費                        ２００千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることのできる事項、期間及び限度額は、次

のとおり定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

自 動 車 借 上 料 
平 成 ２ ８ 年 度 か ら

平 成 ３ ３ 年 度 ま で
１，３３５千円

 

 

 

50



 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次 

 のとおりと定める。 

起債の目的  限度額  起 債 の 方 法 利       率  償   還   の   方   法  

 

配水管整備事業 

 

 

 

 

   千円  

166,700 

 

 

 

 

 

 

 

証書借入れ又

は 証 券 発 行

 

 

年 ５ ． ０ ％ 以

内 （ た だ し 、

利 率 見 直 し 方

式 で 借 り 入 れ

る 資 金 に つ い

て 、 利 率 の 見

直 し を 行 っ た

後 に お い て

は 、 当 該 見 直

し後の利率）

 

借 入 期 日 の 翌 日 か ら

３ ０ 年 以 内 に 半 年 賦

元 利 均 等 償 還 又 は 元

金 均 等 償 還 と す る 。

た だ し 、 融 資 条 件 又

は 財 政 の 都 合 に よ り

償 還 年 限 を 短 縮 し 、

若 し く は 繰 上 償 還 又

は 低 利 に 借 換 え す る

ことができる。  

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、  

第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用及び

第 ３ 項 特 別 損 失 に 係 る 予 算 額 に 過 不 足を 生 じ た 場 合 に お け る 当 該 各

項間の流用とする。 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経  

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する 

場合は、議会の議決を経なければならない。 

  (1) 職 員 給 与 費              ２１２，９７２千円 

  (2) 交 際 費                   ５０千円 

 （他会計からの補助金） 

第１ ０条  上 水道 部自 治法 派遣 職員 受入 経費 補助 金と して 多賀 城市 一

般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１２，０７３千円である。 
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 （たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、７，１８９千円と定める。   

 

 平成２８年２月９日提出 

 

                   多賀城市長 菊地  健次郎
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